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南  武志  

政府は 2019 年度の一般会計予算案を

12 月 20 日に閣議決定したが、年明けに

厚生労働省「毎月勤労統計」の作成方法

の不正が露見し、雇用・労災保険の追加

給付に必要な費用を手当てする必要に迫

られたことから、1月 18日に予算案修正

を閣議決定し直した。なお、総額は 101

兆 4,571 億円（臨時・特別の措置を除く

と 99 兆 4,291 億円）と、18 年度当初予

算（97 兆 7,128 億円 ）から 3 兆 7,443

億円の増額（同じく 1 兆 7,163 億円増）

で、過去最大の規模を更新した。 

 

一般会計予算案の概要 

このうち、歳入面では、10月 1日に消

費税率の引上げを見込んでいるほか、19

年度の名目成長率を 2.4％（実質成長率

は 1.3％）と、民間予想（ESP フォーキャ

スト調査では名目 1.6％、実質 0.7％）に

比べてかなり高めに設定したことによっ

て、税収は 62 兆 4,950 億円（18 年度当

初比で 3 兆 4,160 億円増）が見込まれて

いる。また、その他収入として 6兆 3,016

億円を見込んだ結果、公債金（新規国債

発行額）は 32兆 6,605億円（うち赤字国

債：25兆 7,085億円）へ減額（▲1兆 324

億円）され、公債依存度も 32.2％（18 年

度当初では 34.5％）へ低下する。 

一方、歳出面では、国債費を 23兆 5,082

億円（18 年度当初比で 2,062 億円増）、

地方交付税交付金等を 15 兆 9,850 億円

（同じく 4,701 億円増）、一般歳出を 61

兆 9,639 億円（同じく 3 兆 680 億円増）

と、いずれも増額となった。一般歳出の

内訳をみると、社会保障関係費は 34 兆

593 億円（うち通常分：33兆 9,914億円）

とし、人口高齢化に伴う自然増を 4,774

億円に抑制した。一方で、消費税増収分

を幼児教育・保育の無償化、介護人材の

処遇改善、年金生活者支援給付金の支給、

低所得高齢者の介護保険料の負担軽減強

化などに振り向けるため、全体では 18年

度当初比で 1 兆 710 億円の増額となって

いる。 

今月の焦点 

国内経済金融 

うち所得税

19.9兆円

うち法人税

12.9兆円

うち消費税

19.4兆円
うちその他

10.3兆円

その他収入

6.3兆円

うち建設国債

7.0兆円

うち赤字国債

25.7兆円

（資料）財務省 （注）通常分に臨時・特別の措置を加えた全体。

公債金

32.7兆円

一般会計歳入（101.5兆円）

税収及び印紙収入

62.5兆円

社会保障関

係費

34.1兆円

地方交付税

交付金等

16.0兆円公共事業関

係費 6.9兆円

その他一般

歳出

21.0兆円

うち債務償還

費

14.7兆円

うち利払い費等

8.9兆円

一般会計歳出（101.5兆円）

基礎的財政収支対象経費

77.9兆円

国債費

23.5兆円

図表1 2019年度一般会計予算案



また、18年度は自然災害の発生が相次

いだが、12 月 14 日には『防災・減災、

国土強靭化のための 3 か年緊急対策』が

閣議決定され、緊急対策 160 項目につい

いて 20年度までの 3年間で集中的に実施

することが盛り込まれた（事業規模は概

ね 7 兆円程度）。そのため、19 年度予算

案には「臨時・特別の措置」として 1 兆

3,475 億円（このうち、公共事業関係費

に 8,503 億円）が計上され、18 年度第 2

次補正予算と合わせて国費 2.4 兆円が投

じられることとなった。それを受けて公

共事業関係費は 6兆 9,099億円（18年度

当初比で 9,310億円増）と増額された。 

また、防衛関係費（5 兆 2,574 億円）、

文教及び科学振興費（5 兆 6,025 億円）、

中小企業対策費（1,740 億円）なども 18

年度当初比で増額された半面、経済協力

費（5,021 億円）、恩給関係費（2,097 億

円）、食料安定供給関係費（9,823 億円）

などは削減された。 

 

手厚い消費税対策 

19年度予算の歳出規模が 100兆円超と

なった背景には、消費税率 10％への引上

げによる需要の落ち込みを回避すること

に注力していることが挙げられる。14年

4月の税率 8％への引上げ以降、民間消費

の停滞を招いたことに加え、2 度にわた

って税率引上げを延期するなど、財政健

全化も後ズレすることとなった。 

政府は税率引上げの影響は 2 兆円程度

（税率 2％引き上げで 5.7 兆円程度、18

年度実施の増税措置で 0.6 兆円程度と、

追加負担が 6.3 兆円程度増えるが、軽減

税率で▲1.1 兆円、幼児教育の無償化や

社会保障の充実による支援で 3.2 兆円程

度の受益増で相殺される）と見込んでい

るが、それを上回る規模の対策を盛り込

むことで十二分に乗り越えられるとして

いる。 

具体的には、ポイント還元（2,798 億

円）、プレミアム付商品券（1,723億円）、

住まい給付金（785 億円）、次世代住宅ポ

イント制度（1,300 億円）、防災・減災、

国土強靭化対策（1 兆 3,475 億円、前掲）

等で 2兆円程度、住宅ローン減税の拡充、

自動車関連の税負担軽減で 0.3 兆円程度、

の計 2.3兆円規模の対策となっている。 

 

2019年度
当初 補正後 当初 補正後 補正後

国債発行額 1,487,293 1,521,720 1,498,856 1,561,250 1,697,999
新規財源債 326,605 353,954 336,922 355,546 390,346

建設国債 69,520 80,972 60,940 72,818 89,014
赤字国債 257,085 272,982 275,982 282,728 301,332

復興債 9,284 6,068 9,563 9,889 19,037
借換債 1,031,404 1,041,698 1,032,371 1,075,815 1,092,616

うち、復興債分 18,080 28,332 18,587 28,790
財投債 120,000 120,000 120,000 120,000 196,000

市中分・個人向け国債合計 1,465,293 1,496,720 1,473,856 1,531,250 1,617,999
市中発行分 1,418,293 1,449,720 1,440,856 1,501,250 1,585,999

年度間調整分 38,653 22,898 13,856 -847 29,005

カレンダーベース市中発行額 1,294,000 1,342,000 1,342,000 1,413,000 1,470,000
第Ⅱ非価格競争入札 85,640 84,822 85,000 89,097 86,994

個人向け販売分 47,000 47,000 33,000 30,000 32,000

公的部門（日銀乗換） 22,000 25,000 25,000 30,000 80,000

（資料）財務省　　（注）単位は億円、四捨五入による誤差がある

2018年度

図表2　国債発行計画の推移
2016年度2017年度



国債発行計画 

上述の通り、19年度の新規国債発行額

は 32 兆 6,605 億円（うち赤字国債 25 兆

7,085 億円）であるが、これに復興債

（9,284 億円）、財投債（12 兆円）、借換

債（103 兆 1,404 億円）を合わせ、全体

で 148 兆 7,286 億円の国債発行が予定さ

れている。ここから個人向け販売分（4.7

兆円）、日銀乗換分（2.2 兆円）、第Ⅱ非

価格競争入札等（12.4兆円）などを除い

たカレンダーベースの市中発行額は

129.4 兆円と、30 年度補正後（134.2 兆

円）から減額される予定である。 

なお、年限毎の発行額については、20

年債、10 年債、5 年債、2 年債について

18年度当初比でそれぞれ 1.2兆円減額さ

れる（それ以外の年限は 18年度と変わら

ず）。 

また、フローベースの平均償還年限は

9年 1ヶ月と 18年第 2次補正後ベースか

ら据え置かれるが、ストックベースでは

9年 2ヶ月に延長される見通しである。 

 

財政健全化の視点 

以上の 19 年度当初予算案での基礎的

財政収支（PB）は▲9.2 兆円（臨時・特

別の措置を除くと▲8.4 兆

円）が見込まれており、18

年度当初ベース（▲10.4 兆

円）と比べて赤字幅が縮小

するなど、財政健全化は緩

やかではあるが、進む予定

であることが見て取れる。 

ただし、補正予算編成が

毎年恒例となっていること

もあり、前年度剰余金や税

収上振れ分の一部が債務圧

縮に回されず、何らかの使

途の財源になっていることが常態化して

いる。日本銀行による金融緩和政策によ

って長期金利が低位で推移していること

と合わせ、財政規律が緩んでいる可能性

は否定できない。 

一方、債務の状況としては、19年度末

の普通国債残高は 897兆円（18年度末実

績見込み：880兆円）、国・地方の長期債

務残高は 1,122 兆円（同：1,105 億円）

へそれぞれ膨張するが、GDP 比率ではや

や改善（それぞれ 159％→158％、200％

→198％）を想定している。 

さて、19年度予算案には消費税対策や

国土強靭化のためのインフラ整備が盛り

込まれたことを紹介したが、おそらく 20

年度当初予算案も同様の措置が盛り込ま

れることが想定されている。財務省は今

回の予算案について「通常分」と「通常

分＋臨時・特別の措置」との 2 パターン

を公表しているが、20年度分以降につい

てはあくまで「通常分」がベースである

意思を反映したものと捉えられる。 

とはいえ、万全の態勢で臨む消費税率

引上げ後に、万一、国内景気が失速した

場合、追加の経済対策に加え、歳入欠陥

に陥るリスクもあり、注意が必要である。 
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図表3 税収と国債発行額の推移

新規国債発行額 一般会計税収

（兆円）

（資料）財務省 （注）2017年度までは決算ベース、18年度は当初予算ベース、19年度は当初予算案ベース



補論：平成期の財政 

平成初期の財政は、当時のバブル景気

に支えられ、想定上のペースで財政再建

が進行した。その結果、1990～93年度（平

成 2～5年度、以下、括弧内は平成）は赤

字国債の発行がゼロとなった。しかし、

バブル崩壊後の景気悪化に伴い、94年度

（6 年度）には補正予算の編成で特例国

債を再発行したほか、高齢化の進展によ

る社会保障関係費の累増や景気低迷によ

る税収低迷や公共事業の拡大等を背景に、

その後も赤字国債の発行が常態化した。

こうした中、97年（9年）11月には財政

構造改革法が成立し、2003年度（15年度）

までに国・地方の財政赤字を GDP 比 3％

以下に抑え、赤字国債発行をゼロにする

こととなったが、消費税率引上げ後の景

気悪化や金融危機の発生を受けて、98年

（10年）12月に小渕内閣は同法を凍結し、

危機対応を優先した。小渕首相は自らを

「世界一の借金王」と揶揄したが、未曽

有の危機を救うには不可避の選択だった

と思われる。 

その後、2000年代前半の小泉内閣では、

財政構造改革を進め、歳出削減に注力し

た。この過程で、公共事業費、文教及び

科学振興費、地方交付税交付金などが削

減された。 

しかし、「世界金融危機」や「東日本大

震災」と重なる 2009～12 年度（21～24

年度）にかけては、国債発行額（建設国

債＋赤字国債）が税収を上回る事態とな

った。民主党政権は「コンクリートから

人へ」といった基本方針や「事業仕分け」

などで歳出削減を試みたが、成果は上が

らなかった。さらに、09年秋に起きた欧

州債務危機の惨状を横目に、日本での財

政破綻を未然に防ぐべく消費税率の引上

げ（菅・野田内閣）を柱とする「社会保

障と税の一体改革」路線を打ち出したが、

政権運営の拙さも重なり、断念すること

となった。 

一方、12 年（24 年）12 月から始まっ

たアベノミクスでは、まずは経済成長を

図り、その果実を得てから財政健全化を

進めるという方針で、政策運営を行って

いる。財政健全化の達成時期は当初のも

のから先送りされるなど、事前の計画ほ

どではないが、財政健全化は緩やかなが

らも進んでいることは確かなようだ。た

だし、この進捗自体は景気改善に大きく

支えられたものであることは十分留意す

べきであろう。 

ポスト平成の財

政運営に臨むに当

たっては、少子高齢

化、人口減少が一段

と進むこと、一方で

低金利環境や景気

拡大局面はいつま

でも続くとは限ら

ないこと、などを念

頭に入れた財政運

営が求められる。 
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図表4．一般会計歳出構造の変化

社会保障関係費 公共事業関係費 国債費 地方交付税交付金等 その他

（資料）財務省 （注）グラフ内の数値は歳出全体に対するシェア。決算ベース（2019年度は当初案）。




